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座長
　日本薬剤師会理事

小黒佳代子
　埼玉県薬剤師会理事

松田佳和

　医療保険制度の中で漢方薬エキス剤
が使用されるようになったのは1967年
（昭和42年）からで、初めて４処方の
漢方エキス剤が薬価収載され、現在で
は147の処方が認められている。漢方
薬は現在の保険医療の中でも身近とな
り、一般用医薬品としても店頭に並び、
多くの国民に広く服用されているが、
このように身近になった一方で、漢方
薬は国民から「効果が出にくい薬」「軽
い症状に効く薬」と思われ、薬剤師も
含めた医療者も同様に考えている者も
多いのではないか。それは薬学教育に
おいて個々の生薬については学ぶもの
の、漢方の考え方について深く学ぶ機
会が少ないことが原因となっているか
らなのかもしれない。
　超高齢社会の現在において健康寿命
の延伸という観点から、身体機能や病
状の維持、疾病予防は医療の重要な役
割の一つであり、体質改善を得意とし、
患者の証を見極めて選択する漢方薬の

考え方は、現在の医療の目的にマッチ
していると言えよう。新型コロナウイ
ルス感染などの感染症においても、咳
止めを例に挙げても様々な種類の方剤
があり、適正な方剤を投与することで
患者の症状を軽減することが可能とな
る。
　漢方薬は患者個々に対するオーダー
メイド医療で、同じ症状でも異なる方
剤が選択されることがある。患者の症
状を詳細にヒアリングして選択する必
要があり、薬剤師によるフィジカルア
セスメントやかかりつけ薬剤師として
の活動にもつながるものである。しか
も薬局の店頭で一般用医薬品として販
売することが可能で、今後の薬局経営
という観点からも薬剤師にとって重要
なアイテムであると考える。
　本分科会では、漢方薬に精通し、漢
方薬の販売や提案を実践している演者
が、漢方に関する考え方やその実践方
法、活用方法をお伝えし、さらに今後
の薬局製剤の可能性についてもお伝え
する。保険調剤の普及の中で全ての薬
局薬剤師にとって身近となった漢方薬
に対する理解を深め、活用できるスキ
ルを身に付けられる分科会として期待
したい。　　　　　　（小黒佳代子）

漢方を知って、薬剤師としての
スキルを広げてみませんか？

座長
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小林悟

　2022年に大規模災害時の保健医療福
祉活動にかかる体制の整備が実施さ
れ、保健医療福祉調整本部の構成員と
して災害薬事コーディネーターが明記
されたが、災害時に薬剤師がどのよう
な役割を果たせば良いのか、能登半島
地震での支援活動を通して考えたい。

　まずは災害薬事コーディネーターが
保健医療福祉調整本部等において行う
活動や求められる役割などの解説と、
厚生労働省、都道府県による災害薬事
コーディネーターの養成の取り組み状
況や今後の方針について厚生労働省医
薬局総務課薬局・販売制度企画室の東
寛様にご紹介いただく。
　元日に発生した能登半島地震は、能
登半島という地形的な制約に大きな道
路被害と建物の倒壊被害が加わり、こ
れまで私たちが経験してきた震災時の
支援活動とは違う対応が必要となっ

た。日本薬剤師会としても今回初めて
現地本部を設置して石川県薬剤師会の
後方支援にあたったが、設置の経緯や
現地での活動状況を日本薬剤師会災害
対策委員会の越智哲夫委員長からご報
告いただく。 
　また、石川県には災害薬事コーディ
ネーターが配置されていなかったた
め、保健医療福祉調整本部内での災害
薬事コーディネートについて石川県薬
事衛生課（薬務主管課）との連携をＤ
ＭＡＴで代替し、石川県薬剤師会と協
力のもと、被災地内への医薬品提供ス
キームや災害処方箋の取り扱いについ
て調整を行った愛知医科大学災害医療
研究センター助教の柴田隼人先生に調
整の経過、問題点や課題についてご講

演いただく。
　続いて地形的な制約と過酷な道路状
況の中、そして出荷調整の状況下にも
関わらず被災地に医薬品を切れ目なく
供給していただいた石川県薬業卸協同
組合の河村幸一様から当時の活動と今
後の課題についてご報告いただく。
　最後に今学会開催県である埼玉県か
ら支援活動にご参加いただいた埼玉県
薬剤師会災害対策委員会の水八寿裕 
先生からは、埼玉県薬剤師会における
各班の編成に至る経緯や、後方支援に
ついて実際の行動等をご紹介いただ
き、今後の大規模災害発生時に薬剤師
が担うべき役割について能登半島地震
の支援活動を通して考えたいと思う。

（山田卓郎）

薬剤師が担う災害時の役割
－能登半島地震をとおして
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長谷部忠史

　日本において、癌は依然として国民
の生命と健康に重大な影響を与える問
題であり、死因の第１位となっている。
約３人に１人が癌で亡くなり、生涯に
わたり約２人に１人が癌に罹患すると
推計されている。
　2019年の薬機法改正により、専門医
療機関連携薬局の認定制度が創設さ
れ、癌患者が自分に合った薬局を選択
できる体制が整えられた。
　23年に閣議決定された第４期がん対
策推進基本計画では、28年度までの６
年間で、全ての癌患者が「いつでもど
こにいても安心して生活し、尊厳を
持って生きることのできる地域共生社
会を実現する」ことを目指し、施策が
定められた。この計画では、専門医療
機関連携薬局の役割にも言及されてお
り、拠点病院等が地域包括ケアシステ
ムを踏まえつつ、薬局など地域の関係
機関との連携を進めることが求められ
ている。国に対しては、地域の関係者
間の連携体制を構築し、地域における
課題解決を促進するため、拠点病院等
を中心とした施設間の連携・調整を担

う人材の育成を引き続き求められてい
る。
　現在、次期薬機法改正に向けて認定
薬局に関する議論も進行中であり、専
門医療機関連携薬局がその役割を十分
に発揮できる体制を整えることは、社
会的にも重要な課題です。
　本分科会では、厚生労働省の大原拓
薬事企画官による基調講演で、「専門
医療機関連携薬局に求められる役割」
について再確認する。続いて、地域が
ん診療連携拠点病院であるさいたま赤
十字病院の櫻井孝志先生から、薬局薬
剤師との連携の現状と、チーム医療と
しての癌治療における薬剤師の介入の
重要性について講演していただく。
　また、国立国際医療研究センター病
院の松井礼子先生には、各地域に応じ
た連携の形や、今後期待される連携手
法について、現在進められている薬局
との連携事例を紹介いただく。さらに、
アポック日高センター前薬局２号店の
立澤明先生からは、専門医療機関連携
薬局が関わる薬局間連携の重要性につ
いて講演していただく。
　本分科会を通じて、癌患者のケアに
おける薬剤師の専門性と、地域医療と
の連携が果たすべき役割について、さ
らに深く考察し、今後の実践に生かし
ていただければ幸いである。

（豊見敦）

がん患者と向き合う薬剤師
－発揮すべき専門性


